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●はじめに　
キューバ革命体制は、一九九一
年のソ連崩壊後の経済危機、および二〇〇六年のフィデル・カストロの病気による引退を乗り切り、安定した状態を持続している。経済改革は一九九三〜九五年に、革命後最悪の経済危機 乗り切るために進められ、経済が底 打つと一九九六年から中断した。その後二〇〇八年に正式に政権を移譲されたラウル・カストロが 改革を再開する必要性について徐々に言明し始めた。二〇一一年の第六回党大会で承認された「党と革命の経済・社会政策指針」
（以下、
「指針」
）により、経済改革が本格
的に再開された。　
しかしキューバ経済は、実際に
は一九九〇年代後半にはかなり危機的な状況にあった。一九九九年
に六・二％、二〇〇〇年の成長率はビダル推計によれば五・九％であるが、一九九八年は ・一％である。成長が持続せず 政府発表の成長率も六〜七％前後と〇％の間を不安定に推移している。そにもかかわらず経済改革が一〇以上再開されないままであった理由として、二〇〇一年ごろから始まった、ベネズエラのチャベス政権との関係が挙げられる。世界有数
の
産
油
国
で
あ
る
ベ
ネ
ズ
エ
ラ
か
ら、キューバは優遇価格で石油を輸入し、代わりにキューバ人医師をベネズエラの貧困地区へ派遣する
医
療
サ
ー
ビ
ス
輸
出
を
行
っ
て
き
た。石油を自給できないキューバにとって、ベネズエラから安価に供給される は、危機的状況にあった経済へのカンフル剤となったのである。このため、国民全員
に保障された無料の教育や医療、食糧配給は継続した。他方経済改革は進まず、不満を持つ若年層は引き続き、米国へ移住 続ける状況が続いた。　
つまり二〇〇〇年代の革命体制
の現状維持路線 、ベネズエラとの緊密な経済関係なしにはおそらく持続できなかっただろうと考えられる。二〇〇九年にラウル・カストロが経済改革を再開する必要性を力説し始めた時期は、リーマンショックによ 世界経済の後退と、ベネズエラの経済・財政の悪化と重なっている。　
二〇一〇年から再開した今回の
経済改革は、一九九〇年代前半に行われた改革 比べると、⑴指導者がフィデルからラウルに変わっており、任命される経済関係大臣が改革に前向きであるこ ⑵経
済改革の必要性と目標、手段などが、抽象的な表現ながら「指針」の形で二〇一一年の第六回共産党大会で承認されていること、⑶ソ連崩壊から二〇年以上、経済の危機的状況が続き 市場メカニズムを無視する経済運営がうまく かないことがますます明らかになりつつあること、が前回との違いで挙
げ
ら
れ
る［
山
岡
二
〇
一
二
］。
前
回の改革よりも政治 な決意が観察できることから、おそらくのように経済が上向 てきた時点で中断する可能性は低いのではな
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（出所）キューバ統計局。ただし 2013 年については、Granma,13dediciembre
2013 に掲載されたラウル・カストロ議長発表による速報値。
図 1　キューバGDP成長率推移
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いかと思われる。　
二〇一三年三月に、かねてから
キューバでの癌治療を続けてきたチ
ャ
ベ
ス
大
統
領
が
死
去
し
た。
キューバとベネズエラの石油と医療サービスのバ ター貿易その他の経済協力関係は、チャベス大統領の個人的な意向が大きく反映しているといわれ、 ャベスが死去した後、こ 関係がどう推移するかが注目されて る。チャベス統領の後継として、チャベスが指名していたニコラス・マドゥ ロ（N
icolás M
aduro ）
が
就
任
し
た
ことは、キューバにとっては 一応の関係継続が保証されたことになる。ただし坂口［二〇一三］で詳しく分析されているように、マドゥーロ大統領の権力基盤は強いとはいえず、ベネズエラ国内での反対も強いキューバと 関係がどこまで続くかは予断を許 ない。　
本稿では、キューバの経済・政
治の現状と改革の進捗について振り返る。二〇一二年春ごろまでの状況は、拙稿［山岡二〇一二］を参照していただくとして、本稿では主としてその後の一年半の動きを中心に概観する。そしてキューバ革命体制が今後、チャベス その後継者に経済的に依存せず継続
していくため、経済・政治両面で徐々に改革を進めつつ、生存の道を模索 ることをまとめて結びとする。●
 最近のキューバの経済・政治の現状と改革
　
二〇一〇年九月に、公的部門労
働者の一〇〇万人削減計画を発表して以来、キューバは徐々にではあるが経済改革を進めている。最初の一年間は、政府の負担を減らす
た
め
の
公
的
部
門
労
働
者
の
削
減
と、削減した労働者の雇用 受け皿としての自営業の再認可 社会保障（老齢年金）制度改革による自営業者の制度への取り込みなどが発表された。自営業の再促進を除けば、政府の財政負担を軽減するための改革であった。政府は従来の、国民全員のある程度の生活を保障する政策、具体的には完全雇
用
と
普
遍
主
義
的
な
社
会
政
策
を
徐々に放棄し、財 に限界がことを認め、国民に自助を求める路線に転換したことを最初 明らかにしたことになる。他方国民からすれば社会的安全網であった政府の完全雇用政策の終わりを意味し、自営業者の 保障制度への取り込みを除けば、必ずしも歓迎
さ
れ
る
改
革
で
は
な
か
っ
た。
た
だ
し、昨二〇一三年前半までは、一九九〇年代前半に行われた改革の再開に過ぎないと思われたが、この半年で、それ以上の範囲にまで改革が進みつつある。　
他方政治的な意義が高いと思わ
れる改革としては、入国管理法改正（二〇一三年一月）と 指導層の交代が挙げられる。本節ではまず、この最近進んだ政治面での改革について述べ、次に経済面の改革について述べ 。一．政治面での改革⑴入国管理法改正　
まず二〇一三年一月に入国管理
法
（
C
ódigo de Inm
igración ）
が
改
正
さ
れ
た。
こ
れ
に
よ
り
長
年
キューバ人の国外渡航の前に必要で
あ
っ
た
出
国
許
可（
perm
iso de 
salida ）
が
撤
廃
さ
れ
た。
キ
ュ
ー
バ
人は渡航先の国の査証を取得し、航空券の費用や滞在費をまかなうことができれば、国外に出ることが
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た。
さ
ら
に
キューバへ一時的にせよ帰 しなくても、社会保障や雇用を失わないで済む期間は、 九九〇年代に三カ月から徐々に延長され、一一カ月になっていた 、今回の改正で二四カ月ま 延長された。また
二四カ月を超えて海外に滞在し、法的に「移住した」状態になっても、キューバの自宅を接収されることはなくなった。　
出国許可は旧ソ連・東欧など社
会
主
義
国
で
は
広
く
み
ら
れ
た
制
度
⑴
で、キューバでも一九七〇年代から導入されている。社会主義国偉大さが喧伝された時代、そのイメージをくつがえすような現実を語る可能性がある反体制派などの国民の国外移動を禁じることで、政府が作り上げた像を国外で信じさせることが容易になる。　
ソ連崩壊後もキューバで政府の
許
可（
出
国
許
可
）
が
継
続
し
た
の
は、政府が出国できる国民を選別し、移動時期をコントロールするた
め
で
あ
っ
た［
山
岡
二
〇
〇
九
］。
たとえば国際的に著名な芸術家やアスリートの場合、外国に招かれても、その後亡命の恐れがあると判断されれば、出国許可を出さないことで、国外へ出たきり帰って来ないという事態を防ぐことができる。芸術家やアスリートは、社会主義国家の広告塔として 重要な役割を担ってきたが 養成の課程
で
国
家
が
多
大
な
投
資
を
す
る
た
め、投資回収の間は国外に出 ないという理由もある。同じ理由
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高学歴の国民にはなかなか出国許可
が
出
な
い
と
さ
れ
て
き
た
⑵。
出
国
許可、パスポート取得に始まる手続きにかかる合計一〇〇〇ドル以上の手数料は、政府 投資を一部返還する意味合いもあったかもしれない。　
反体制派の場合はソ連時代と同
じく、国の良好なイメージをくつがえすような現実について語る国民を、言論に制限のない国外 出す
こ
と
は
政
府
に
と
っ
て
不
都
合
で
あった。ただし出国許可 存在は古くから外国でも知られているので、
「
国
外
移
動
の
自
由
を
制
限
す
る
社会主義国」というイメージを逆に植えつけることになった。その意味では、国内の現実を広める自由
を
国
民
に
与
え
る
こ
と
の
リ
ス
ク
と、
「
自
由
を
制
限
す
る
国
」
の
イ
メージを国際社会に与え リスクとを天秤にかけ、今回後者のリスクを避けることを選択したことになる。キューバ音楽の芸術家やスポーツ選手など、比較的容易に海外で職をみつけられ 人々にとって、渡航は容易に った。　
この改正が海外で注目された大
きな理由は、出国許可が撤廃されることで、それまでよりもずっと多
数
の
キ
ュ
ー
バ
人
が
国
外
に
出
国
し、
「
移
民
ラ
ッ
シ
ュ」
が
起
こ
る
の
で
は
な
い
か、
と
い
う
こ
と
で
あ
っ
た。しかし改正されてから現在まで、そのような現象は起きていない。二〇一二年のキューバ人の国外移住が れまでの年平均（三万人から四万人）を超え、四万八〇〇〇人あまりとなり注目されているが、これはもちろん法改正前の増加である。出国 増加しない大きな理由として、各国 キューバ人に対する査証発給の条件を厳格化したことが挙げられる。たとえばキューバ人にもっ も 気のある渡航先である米国は、そ までと異なり、査証申請のためだけに
一
六
〇
ド
ル
を
請
求
す
る
よ
う
に
なった。申請の際に支払わなければ
な
ら
ず、
査
証
が
拒
否
さ
れ
て
も
キューバ人の平均賃金の三カ月分にあたるこの一六〇ドルは返ってこない。さらに申請の際に航空券を購入することを義務付けた。往復で数百ドルはす 米国行き航空券を先に し、査証が拒否されたり、予想以上に手続きに時間がかかったりして、その航空券に記された出発日に間 合わなかった場合は、高額の日時変更ある航空券のキャンセル・返金手数料を支払うことになる。同様の制限
は、カナダや欧州連合諸国にもみられ、査証手続きのために提出する書類の種類が大幅に増えたり、手続きに必要な期間が一カ月程度から数カ月に延長されたりしている。またキューバ人が渡航の際査
証
が
必
要
な
か
っ
た
エ
ク
ア
ド
ル
は、この改正後激増したキューバ人のエクアドル渡航を制限するため
⑶、
二
〇
一
三
年
八
月
か
ら
査
証
を
必要とするよう変更した。メキシコも査証に必要なメキシコ側の招待状に、公証役場の認証と、招待状に署名した人物の選挙登録証明を要求するようになった。このように各国がキューバ の自国への大量入国を避け 方策をと ために、出国許可制度が撤廃されても、そのため 移民ラッシュは起こっていない。もちろんこの他にも、出国許可以外の制限、つまり高額なパスポート取得料金（約一〇〇ドルで有効期間は二年しかない）は変わっていな し、大多数のキューバ人の収入が低く、航空券その他の費用をまかなうことが非常に困難な状況は変わっていないことも、キューバ人の大量を制限する要因である。　
他
方
、
国
内
の
反
体
制
派
は
出
国
許
可
の
撤
廃
に
よ
っ
て
海
外
に
渡
航
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。
現
在
の
キ
ュ
ー
バ
で
も
っ
と
も
著
名
な
反
体
制
派
は
ヨ
ア
ニ
・
サ
ン
チ
ェ
ス
（
Yoani S
ánchez ）
で
あ
る
が
、
彼
女
は
二
〇
一三
年
三
〜
四
月
に
米
国
や
ブ
ラ
ジ
ル
な
ど
に
招
待
さ
れ
て
初
め
て
出
国
し
て
い
る
。
サ
ン
チ
ェ
ス
は
米
国
の
大
学
な
ど
で
講
演
を
行
い
、
反
体
制
派
の
立
場
を
直
接
説
明
す
る
機
会
が
与
え
ら
れ
た
。
同
時
に
欧
米
か
ら
民
主
化
を
迫
ら
れ
て
い
る
キ
ュ
ー
バ
政
府
は
、
従
来
よ
り
も
反
体
制
派
に
自
由
を
与
え
て
い
る
印
象
を
国
際
社
会
に
与
え
、
欧
州
連
合
で
は
キ
ュ
ー
バ
に
対
し
て
民
主
化
を
促
す
共
同
歩
調
（
com
m
on position ）
を
緩
和
す
る
姿
勢
を
み
せ
始
め
て
い
る
。
つ
ま
り
入
国
管
理
法
改
正
に
よ
っ
て
も
、
一
般
の
キ
ュ
ー
バ
人
は
あ
ま
り
影
響
を
受
け
て
い
な
い
。
し
か
し
反
体
制
派
が
国
外
の
政
府
や
人
権
団
体
な
ど
に
招
待
さ
れ
て
出
国
す
る
こ
と
は
可
能
に
な
り
、
民
主
化
や
人
権
に
関
す
る
革
命
政
府
へ
の
国
際
社
会
の
評
価
が
改
善
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
⑵指導層の一部刷新　
二
〇
一
三
年
二
月
の
全
国
人
民
権
力
議
会
（
A
sam
lea N
acional del P
oder 
P
opular ：
キ
ュ
ー
バ
の
国
会
に
あ
た
る
）
の
通
常
会
期
で
は
、
ラ
ウ
ル
・
カ
ス
ト
ロ
が
二
〇
〇
八
年
二
月
か
ら
五
年
間
の
国
家
評
議
会
議
長
（
元
首
）
の
一
期
目
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を
終
え
、
新
た
に
二
期
目
を
勤
め
る
こ
と
が
承
認
さ
れ
た
。
会
期
最
後
の
演
説
の
な
か
で
ラ
ウ
ル
は
、
自
身
の
二
期
目
が
最
後
の
任
期
に
な
る
こ
と
を
改
め
て
宣
言
し
、
兄
フ
ィ
デ
ル
の
よ
う
に
再
選
を
繰
り
返
し
て
数
十
年
に
わ
た
っ
て
指
導
者
の
地
位
を
独
占
し
な
い
こ
と
を
示
し
た
。
そ
し
て
ラ
ウ
ル
の
次
の
ポ
ス
ト
で
あ
る
国
家
評
議
会
第
一
副
議
長
の
ポ
ス
ト
を
、
古
参
の
革
命
第
一
世
代
で
あ
る
ホ
セ
・
ラ
モ
ン
・
マ
チ
ャ
ド
＝
ベ
ン
ト
ゥ
ー
ラ
（
José R
am
ón M
achado V
en-
tura ）
か
ら
、
五
二
歳
の
ミ
ゲ
ル
・
デ
ィ
ア
ス
＝
カ
ネ
ル
（
M
iguel D
íaz-C
anel 
B
erm
udez ）
に
変
更
す
る
こ
と
を
決定
し
た
。
　
ラウルのみならず現在の国家評
議会の構成員の任期が五年で再選は一回のみにする、という点は、すでに二〇一二年八月の人民権力議会でもラウルは言及している。またすでに七〇〜八〇歳代が中心の指導層の中枢の人々 任期が最大一〇年であるとしても、一〇年が終わるころには指導層の多くが体力的にも指導者の地位にとどまること 難しくなってい ことが予想される。その意味 はさしあた
っ
て
大
き
な
政
治
的
影
響
は
な
い
が、制度的には指導者 任期が最大一〇年まで、と決められつつあ
る（まだ法制化はされていない）ことは、指導層の任用や交代に一定の制限が確立しつつあることであり、政治的な透明化 一環と評価できる。　
若
手
の
デ
ィ
ア
ス
＝
カ
ネ
ル
は
キ
ュ
ー
バ
中
部
の
ビ
ヤ・
ク
ラ
ラ
（
V
illa C
lara ）
州
出
身
で、
職
業
は
電気技師、州の共産党青年同盟の議長になってから注目されたとされる。ただその政治的手腕は未知数であり、実際にラウル 後継者になるかどうかは不明である。第一副議長は議長（ラウル）が職務を
全
う
で
き
な
い
状
態
に
な
っ
た
場
合、その任務を代行する、と憲法（第
九
四
条
）
で
定
め
ら
れ
て
い
る
が、代行がいつまでか 明確ではない。またその後たとえば引き続きラウルが任務を全うでき い状態が続いた場合、自動的に第一副議長が議長になるわけではなく、改めて国家評議会で議長が指名され、人民権力 会で議長が承認されることになる。その意味では、若手の後継者が育ってい という批判に応えてディアス＝カネが次席に指名されたと考えられるものの、彼が実際にラウルの後継者になれるかどうかは確定し いない。ディアス＝カネル 第一副
議長の地位を譲ったマチャドは、引き続き二名いる国家評議会副議長の地位にとどまっており、たとえば国家評 会 合議で議長が指名されてみると、ディアス＝カネルでなくマチャドが議長だった、ということも起こりうる
⑷。
　
そ
の
他
の
指
導
層
の
交
代
と
し
て
は、同じ全国人民権力議会の会期で、一九九三年から同議会 議長を務めてきたリカ ド・アラルコン
（
R
icard
o
 A
larcó
n
 d
e Q
u
e-
sada ）
が
引
退
し、
国
家
評
議
会
副
議長で、指導層の中枢では唯一のアフリカ系であるエステバン・ラソ（
E
steban
 L
azo H
ern
án
dez ）
が議長になった。アラルコンの引退
あ
る
い
は
失
脚
の
原
因
は
よ
く
わ
かっていないが、若年層の、とくに大学で近年頻発する反体制的言動をうまくさばけなかったことが遠因といううわさもある。　
前記の全国人民権力議会の会期
中に、国家評議会の構成員三一名の
構
成
が
一
部
交
代
し
た。
そ
の
結
果、四割は女性、同じく四割近くが
ア
フ
リ
カ
系
あ
る
い
は
そ
の
混
血
（ムラート）
、となり、従来のよう
にスペイン系白人男性が指導的ポストのほとんどを占める状況は緩和されつつある。また六 を超え
る構成員が一九五九年の革命後に誕
生
し
た
、
比
較
的
若
い
世
代
で
あ
る
。
　
全国人民権力議会の議員六一二
名の構成も変化した。ほぼ半数の四九％が女性、八割以上が大卒以上の学歴を持ち、平均年齢は四八歳である。さらに興味深い点は、こ
れ
ら
の
議
員
の
得
票
の
平
均
が
五
二％であり、従来のようにほぼ一〇〇％近い得票を得て当選していな
い
こ
と
で
あ
る［
A
m
uchastegui 
2
0
1
3
］。
全
国
人
民
権
力
議
会
の
選
挙は間接選挙であり、候補者の半数は州レベルの人民権力議会議員から、残りの半数は大衆組織からの
推
薦
者
の
な
か
か
ら
互
選
さ
れ
る
が、そのなかで選択するとしても国民が全員一致で投票する でなく、個々人 選好に合わせて投票するようになったことは前進といえよう。●経済面での改革　
本項では、二〇一三年後半に発
表された、①非農業部門の協同組合認可と②自営業の拡大、③二重通貨制の廃止に向けた動き、について述べる。この三つの改革は二〇一一年の共産党大会で承認された「党と革命の経済・社会政策指針（
L
in
eam
ien
to de la políti-
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ca econ
óm
ica y social del P
ar-
tido y la R
evolución
）」
で、
中
心的な課題として挙げられている「経
済
の
分
権
化
」
の
一
環
と
み
る
こ
とができる。二〇一二年の中古車と住宅の売買の解禁、二〇一一年から政府 再び力を入れ始めた自営業の発展が、一九九〇年代前半を
髣
髴
と
さ
せ
る
勢
い
に
な
っ
て
い
る
。
一．協同組合の拡大　
ま
ず
従
来
の
農
牧
畜
業
協
同
組
合
（
C
o
o
p
erativa d
e P
ro
d
u
cció
n
 
A
gropecuaria ：
Ｃ
Ｐ
Ａ
）
に
加
え、
非
農
業
部
門
で
の
協
同
組
合
（
C
o
o
p
erativa d
e P
ro
d
u
cció
n
 
N
o-A
gropecuaria ）
の
結
成
が
促
進されることになった。七月一日時点で一二六の非農業部門の組合が
操
業
し
て
い
る（
G
ran
m
a,1
 de 
Julio 2
0
1
3
）。
協
同
組
合
の
改
編
お
よび拡大は、個人の経済活動の促進と、組合として集団的な活動を促
進
す
る
と
い
う
二
つ
の
目
的
が
あ
る。ひとつは、従来農業のみに認められていた協同 が それ以外の部門にも認められることで、自営業者がより多彩な業種に、組合の一員として参入しやすくすることである。もうひとつは、非効率な国営部門が協同組合化することで、効率化を図ることである。
後者はとくに建設業で長年問題が指
摘
さ
れ
て
き
た
た
め、
建
設
省
（
M
in
isterio de C
on
strucción
）
が
率
先
し
て
改
革
実
施
を
進
め
て
い
る。建設省は、一〇〇万ペソ以下の案件について、事業を協同組合化することを検討中である。建設省の管轄下にある二〇〇以上の小規模国営カフェテリアと、約二のレストランが協同組合化されるこ
と
が
決
定
さ
れ
た
。
工
業
省
（
M
in-
isterio de In
dustria ）
も
食
品
（菓子）
、家具、履物の分野での協
同組合化を発表した。　
組合には生産部門に特化した従
来型の組合に加え、流通や販売の一部まで認められる多様な組合機能が今回認められた。つまり生産物を消費地 運搬することに特化
す
る
組
合
も
認
め
ら
れ
る
の
で
あ
る。非農業部門へ組合機能を拡大す
る
意
義
は、
お
そ
ら
く
こ
の
点
で
もっとも短期的な影響がある。流通は長年国家独占であり、ラウルが提唱した農産物増産計画にも、増産された農産物を消費地へ運ぶ手段が往々に てなく、生 地で農産物が腐るまま放置される、という大きな問題があっ 。組合によって、運送業者が組合として発
展
す
る
余
地
が
生
ま
れ
た
の
で
あ
る。さらに二〇一三年に入って信用
サ
ー
ビ
ス
組
合（
C
ooperativa 
de C
rédito y S
ervicio ：ＣＣＳ）
が組織されてきている。これはいくつかの生産組合や個人などが緩やかに協力関係を築 、高価な生産手段や流通・販売経路など、一個人や一組合では整備できない分野で協力し、生産や利益の分配どについては個々の組合や個人が決定する、というものである。　
こ
れ
に
関
連
し
、
省
庁
か
ら
独
立
し
た
「
上
級
企
業
経
営
組
織
（
O
rgan-
ización
 S
uperior de D
irección 
E
m
presarial ：
以
下
Ｏ
Ｓ
Ｄ
Ｅ
）」
が
結
成
さ
れ
た
。
こ
の
新
組
織
に
は
、
対
外
貿
易
省
（
M
inisterio de C
om
-
ercio E
xterior ）
と
外
国
投
資
省
（
M
in
isterio
 d
e In
versió
n
 E
x-
tranjera ）
傘
下
の
国
営
企
業
が
編
入
さ
れ
た
。
輸
出
に
特
化
し
た
ク
ー
バ
・
エ
ク
ス
ポ
ー
ト
（
C
uba E
xport ）、
食
料
・
農
産
物
輸
出
入
を
担
当
す
る
ア
リ
ン
ポ
ー
ト
（
A
lim
port ）、
砂
糖
輸
出
と
砂
糖
加
工
を
担
当
す
る
ク
ー
バ
・
ア
ス
ー
カ
ル
（
C
uba A
zucar ）、
化
学
製
品
輸
入
の
キ
ミ
イ
ン
ポ
ー
ト
（
Q
uim
im
port ）、
機
械
類
輸
入
を
担
当
す
る
マ
プ
リ
ン
タ
ー
（
M
aprint-
er ）、
マ
キ
ン
ポ
ー
ト
（
M
aquin-
port ）、
メ
タ
ル
ク
ー
バ
（
M
etalcu-
ba ）、
輸
送
用
機
械
を
輸
入
・
販
売
す
る
ト
ラ
ン
ス
イ
ン
ポ
ー
ト
（
T
ransim
-
port ）、
寄
付
金
を
扱
う
エ
メ
ッ
ド
（
E
m
ed ）
な
ど
である
。
こ
の組
織に
協
同
組
合
を
編
入
さ
せ
る
こ
と
も
始
ま
っ
て
い
る
。
現
在
ま
で
の
と
こ
ろ
、
Ｏ
Ｓ
Ｄ
Ｅ
の
下
に
置
か
れ
た
組
織
の
半
数
は
、
生
産
組
合
を
中
心
と
し
た
自
立
的
組
織
で
あ
り
、
残
り
は
国
営
企
業
体
で
あ
る
。
現
在
四
九
の
国
営
企
業
と
約
一
五
〇
の
協
同
組
合
が
Ｏ
Ｓ
Ｄ
Ｅ
の
管
轄
下
に
移
行
し
、
そ
れ
ま
で
よ
り
広
い
裁
量
を
認
め
ら
れ
て
い
る
。
た
だ
Ｏ
Ｓ
Ｄ
Ｅ
は
、
各
省
庁
の
傘
下
に
あ
っ
た
国
営
企
業
を
、
省
庁
の
管
轄
か
ら
Ｏ
Ｓ
Ｄ
Ｅ
へ
移
管
し
た
部
分
が
大
き
い
。
砂
糖
生
産
と
販
売
を
担
当
す
る
ク
ー
バ
・
ア
ス
ー
カ
ル
が
、
砂
糖
省
か
ら
Ｏ
Ｓ
Ｄ
Ｅ
に
移
さ
れ
た
後
、
二
〇一
三
年
八
月
に
企
業
体
ア
ス
ク
ー
バ
（
Ａ
Ｚ
Ｃ
Ｕ
Ｂ
Ａ
）
と
し
て
拡
大
再
編
さ
れ
た
例
は
、
そ
れ
を
示
し
て
い
る
。
基
礎
産
業
省
（
M
in
isterio d
e In
d
u
stria B
ási-
ca ）
に
あった
医
薬
品
とバ
イ
オ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
部
門
が
、
ビ
オ
ク
ー
バ
フ
ァ
ル
マ
（
B
iocubafarm
a ）
に
再
編
さ
れ
、
同
じ
く
Ｏ
Ｓ
Ｄ
Ｅ
に
移
管
さ
れ
た
例
も
そ
う
で
あ
る
。
そ
の
意
味
で
は
現
在
、
各
省
庁
と
同
列
の
Ｏ
Ｓ
Ｄ
Ｅ
と
い
う
新
組
織
が
、
国
家
評
議
会
の
下
に
新
た
に
作
ら
れ
た
に
過
ぎ
な
い
と
も
と
れ
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る
。
主
要
国
営
企
業
の
中
央
集
権
的
な
体
制
が
、
こ
の
分
野
で
今
後
ど
の
よ
う
に
分
権
化
の
方
向
へ
進
む
か
は
、
今
後
の
推
移
を
待
た
ね
ば
な
ら
な
い
。
二．自営業の再開　
自営業については、一九九三〜
九六年に認められた後、二〇一〇年一〇月から正式 法制化され、一八一の職種 限って認められてきた［山岡二〇一 ］が、二〇一三年七月に職種が一〇増え 一九一種類となった。この制度は一九九〇年代前半の改革に比べて、認可された職種はあまり増えていないが、家族以外の従業員を雇用することが認められ、大学卒業以上の学歴がある者、また医療や教育に
従
事
し
て
い
る
者
⑸で
も
就
労
で
き
る。また従業員の雇用五人までについては、雇用税 免除される。ただし医療や教育など 専門職種は、自営業として認められた一一種類のなかには原則として入っていない。国 の 制度の かに入っていない医師は、一九五九年の革命前から開業していた医師のみであり、すでにほとんど残っていないが、二〇 〇年 改正では六五歳以上で退職した医師にいては、個人的にクリニックを開くことを認めている。この点
医療や教育などの社会部門でも部分的に自営業が認められたことになるが、たとえば現在社会問題になっている教師の副業（夜間に闇で家庭教師をして収入を得る）は公認されていない。　
自営業者は二〇一三年一〇月時
点で約四四万人が正規に登録してい
る
が、
フ
ァ
イ
ン
バ
ー
グ（
R
ich-
ard Fein
berg ）
の
推
定
に
よ
れ
ば、民間部門の就労者数は、信用サービス組合の組合員が三五万三〇〇〇人 遊休農地 無料借り上げを受けた農民が一七万二〇〇〇人、個人農民五万人、外資との合弁
企
業
の
従
業
員
が
三
万
四
〇
〇
〇
人、そして都市 業組合員 三〇〇〇人いる。さらに登録しないで活動する非正規の自営業者が一八万人、それに公的部門で就労しながら闇で副業をする労働者は四〇万
〜
八
〇
万
人
と
推
定
し
て
い
る
（
C
u
b
a
N
e
w
s
 
N
o
v
e
m
b
e
r 
2
0
1
3
）。
二
〇
一
一
年
の
労
働
力
人
口は五一七 人であるので、そのうち二割以上が上記の を含めた民間部門で就労していることになる。つまり政府が活動を禁止いは妨害するような姿勢をとらなければ、こうした自営業や新しく生まれた民間部門の活動は今後活
発になっていくことが予想されるのである。　
ただし現時点での経済改革は、
二〇一一年に共産党大会で承認され
た「
指
針
」
の
原
則
に
従
い、
「
よ
りよい社会主義国家を建設する」ことが目的である。つまり現在のところ、たとえば生産組合が民間企業に移行する、あるいは自営業者が小規模な企業体となって民間部門を拡大することを 革命政府が承認したわけではない。むしろ自営業者を組織化し、政府につながる協同組合に組み入れ 動きが進められている。同時に理髪店やカフェ、食堂など、一九六七年に国有化された小規模ビジネスを、協同組合化する動きも、首都 中
心に始まっている。個人にではなく、組合化して権限を委譲している。　
銀行の融資も、経済活動に関し
ては現在のところ個人には与えられていない。政府は二〇一二年末までに総額四億ペソを個人に融資したと発表して が、 れはすべて住宅の修理などの社会的な支援が目的であり、自営業を目的とし
た
融
資
は
行
わ
れ
て
い
な
い
か、
あっても非常に少ないとされている
⑹。
そ
れ
に
対
し
て、
協
同
組
合
を
結成する、あるいは個人で組合に加入すれば、融資を得られやすくなる。 果的に融資を必要とするようなビジネスを興そうとする場合、個人で自営業者として続けるよりも、協同組合の形で行うよう制
度
的
に
促
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
な
る
⑺。
具
体
的
に
は、
事
業
を
開
始
し
たことが確認された時点から二年以内は、三カ月から六年の返済期
国営から協同組合に変わったカフェテリア（簡易レストラ
ン）（筆者撮影）
協同組合化した美容院（筆者撮影）
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間のクレジットが、低利（二・五〜六・五％）で受けられることになった。運送業者を希望する組合には、政府は 〜一〇年返済のクレジットを準備している。二〇一三年八月時点で中央銀行は協同組合向けに九一の融資（初期投資として）を行った。個人事業者は零細な自営業者として事業を続ける場
合
も
多
い
の
で、
業
種
に
も
よ
る
が、むしろ協同組合の一員として技術やノウハウ、高価な生産手段へ
の
ア
ク
セ
ス
が
可
能
に
な
る
ほ
う
が、経済発展のためには適切とも考えられる。ただし協同組合の再編
は、
ま
だ
法
制
化
が
さ
れ
て
お
ら
ず、実施が先行している。法制化がされない時点ではまだ、政策が実験段階でとどまり 揺り戻しが起
こ
る
可
能
性
も
残
さ
れ
て
い
る
た
め、今後の推移を注目する必要がある。三．二重通貨制 廃止に向けて　
二
〇
一
三
年
一
〇
月
二
二
日、
キューバ政府は共産党機関紙『グランマ』において、兌換ペソと非兌換ペソが流通する二重通貨制度の廃止を目指すと言明した。一九九〇年代から では、個人や国営企業による輸入品の購入に使われる兌換ペソと、労働者の賃
金や公共料金、配給物資購入の支払いなど一般の消費生活で用いられる非兌換ペソの二種類の通貨が流通してきた。 九九五年の兌換ペソ導入後二〇年近くが経過、今回ようやくその廃止に向けて動き出すと政府が言明したのである。一兌換ペソ＝一米ドルにあたる。　
両通貨の統合の必要性を否定す
る専門家はいないが、その実現可能性についての展望はそれほど明るくはない。キューバ政府は、兌換
ペ
ソ
と
非
兌
換
ペ
ソ
の
間
の
交
換
レートを操作し、経営状態のよくない国営企業を救済してきた。つまり投入財を輸入し ければならない企業に対しては、一兌換ペソ＝一非兌換ペソの公式レートを採用し、個人が政府の交換所で交換する場合は、一兌換ペソ＝二四非兌換ペソのレートを採用してきたのである。二〇 二年からは、流通の分権化の一環として、個人農民がホテルや国営レストランに農産物を直接売ることができるようにし、インセンティブを与えるため、一兌換ペソ＝七非兌換ペソの特別レートを採用した。さらに二〇一三年 この発表の数カ月前から、石油や機械類など 輸入す一部の国営企業に対 一米ドル
＝一兌換ペソ＝二四非兌換ペソではなく、一米ドル＝一〇非兌換ペソの特別レートを認めた。金融を専
門
と
す
る
ビ
ダ
ル（
P
avel V
idal 
A
lejan
dro ）
は
こ
の
試
験
的
な
方
策
が、両通貨統合の前段階であると考える。そして最終的に統合されたペソ 為替レートでどれだけの価値を持つことになるのかが課題
と
な
る
と
し
て
い
る［
G
on
zález 
2
0
1
3
］。
　
ビ
ダ
ル
は
、
現
在
の
為
替
レ
ー
ト
の
変
更
が
起
こ
る
こ
と
を
予
想
し
、
そ
の
場
合
は
ま
ず
救
済
さ
れ
て
き
た
国
営
企
業
に
直
接
の
影
響
が
出
る
と
指
摘
す
る
。
国
民
に
対
し
て
は
、
政
府
が
非
兌
換
ペ
ソ
建
て
に
な
っ
て
い
る
預
貯
金
へ
の
影
響
を
最
小
限
に
す
る
と
言
明
し
て
い
る
た
め
、
お
そ
ら
く
期
間
を
区
切
っ
て
旧
通
貨
を
新
通
貨
に
交
換
で
き
る
よ
う
に
す
る
と
予
想
し
、
直
接
の
影
響
は
そ
れ
ほ
ど
大
き
く
な
い
は
ず
で
あ
る
こ
と
、
し
か
し
前
述
し
た
国
営
企
業
が
新
制
度
に
う
ま
く
適
応
で
き
な
け
れ
ば
、
そ
の
影
響
が
国
民
に
及
ぶ
こ
と
に
な
る
と
警
告
し
て
い
る
［
G
onzález 2013
］。
　
いず
れの場
合でも
、
現
在
、
米
ド
ル
の代
わりに輸
入品
を購
入する際
に
使
わ
れる
兌
換ペ
ソが
廃
止さ
れ
、
国民が賃
金そ
の他で受け取る非
兌
換ペ
ソが
、兌
換
し
うる
新
通
貨
とし
て
登
場
す
る
こ
と
に
な
り
そ
う
で
あ
る
。その
場
合
、キ
ュ
ーバ
で
活
動
す
る外
国
企業
な
ど
、
兌
換ペ
ソを
中
心
に
所
有
している
者
に
と
っ
て
は
、兌
換ペ
ソが
廃
止さ
れる
際にど
のよ
う
な
交
換
レ
ートで新
通
貨に交
換でき
るか
が
焦
点
と
な
る
。
ヘ
ム
ロ
ック
は
新
制
度に移
管したとき
に損
をする
のは
、兌
換ペ
ソで
活
動
し
、債
務
を
米
ドル建て
にして
い
る国
営
企
業で
あると指
摘
する
。反
対に得
をする
の
は
、
輸
出
中
心
の
企
業
で
あ
る
［
H
em
lock 2
0
1
3
］。
先
述
し
た
ビ
ダ
ルは
、短
期
的
に
は
イ
ンフレー
シ
ョ
ンが
起こること
、
そ
して
中
期
的に
は
これら得
をする企業と損
をする
企
業
間で
の調
整が
行
わ
れる間に
、
国
民
が自
分
た
ちの真の困
難
は
、
二
重通貨制度や
所得格差
の拡大から
来
ているので
は
な
く
、も
っと
深い
構
造
的
な
問
題から
来て
い
ると
いう
こと
に気
づくであろう
と指
摘して
い
る
［
G
onzález 2
0
1
3
］。
Ｉ
Ｍ
Ｆ
の
ロ
メ
ウ
（
R
afael R
om
eu ）
も
、
通貨
の価値は当該政府
の財政的な
強さ
の反
映であり
、
新
制
度
移
行
後
に通貨
価
値を安
定
的
に強くするた
めには
、国
営
企
業の
合
理
化
な
ど
、
財政赤字を改善する抜本的な努力が
不
可
欠
で
あ
る
と
し
て
い
る
［
H
em
-
lock 2
0
1
3
］。
世
界
銀
行
の
デ
ラ
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ト
ーレら
は
、
ラ
テンア
メ
リ
カで
過
去に類
似の制
度
改
革
を
行
っ
た五カ
国の経
験から
、
旧
通
貨から
新
通
貨
へ
の
移
行
プロセスは
迅
速に
行
っ
た
ほ
う
が
、
二四
カ
月
後の
イン
フレ率
の収
束が見
込
めるとして
、
実
行
す
る速
度
を
速
める
ことを
提
言して
い
る
［
T
orre and Ize 2
0
1
3
］。
●おわりに　
キューバは二〇一〇〜一一年ご
ろから、徐々に経済改革を進めてきた。それほど大胆な改革とはいえないので、改革の進め方が遅すぎると批判する研究者も米国を中心に存在する。米国バージニア州に本拠を置くキューバ経済研究連盟
（
A
ssociation
 for th
e S
tu
d
y 
of the C
uban
 E
con
om
y ：
Ａ
Ｓ
ＣＥ）は、毎年七月下旬から八月初旬の時期に年次総会を開き、最近のキューバの状況を分析した研究報告が多数出されるが、二〇一三年八月一〜二日に開かれた最近の総会でも、それなりの経済成長を実現するためには、もっと大胆な改革が必要 あるという結論にな
っ
た
と
報
じ
ら
れ
た（
C
uba 
N
ew
s A
ugust, 2
0
1
3
）。
キ
ュ
ー
バ国内には、現状維持を望む既得権益層が、指導層 中心に存在す
る。ラウル・カストロは二〇一二年から汚職を公然と批判し始めたが、輸出品を独占的に生産・流通させる国営企業の幹部は、政府高官や軍高官とつながりがあり、そこで汚職が生まれていること一〇年以上前から 民の間では然の秘密 あった。規模は小さいが、中国で起こってい のと同様の現象が観察されるのである。　
他方、生産を拡大させるという
経済改革の本来 目的は、あまり達成できていない。二〇〇五〜一一年の砂糖生産量の平均は、一九八〇年代の平均の一七％に過ぎないし、二〇一〇年のコーヒー生産量は、政府による最近 買取額の引き上げにもかかわらず、一九八九
年
の
生
産
量
の
一
八
％
で
あ
る
［
M
e
sa
-L
a
g
o
 2
0
1
2
, 7
0
-7
5
; 
T
orres 2
0
1
2
,
6
6
］。
二
〇
一
三
年
一二月には輸入自動車の購入が解禁となったが、しかしその価格は生産国の国内販売価格の三倍程度に
設
定
さ
れ
て
お
り、
ほ
と
ん
ど
の
キューバ人には手が届かない。　
他方協同組合の再編によって、
消費者に直結した衣食住の生産を活性化し、流通も国営部門から組合へ移管している。二重通貨制度の
廃
止
を
政
策
目
標
に
掲
げ
た
こ
と
で、政権が構造的な改革に踏み出す用意があることを示した。ベネズエラ原油がチャベス死去後も引き続きとくに減少せずに入ってきている現在、コストを最小にして改革を実施するには良いタイミングである。国民の移動の自由を認め、場合によっては国外 出稼ぎに行く選択肢を認め、不透明な部分は残るものの 命政権の若返りを図り、政治的にも自由化の努力を行っている。今後は、改革の成果が生産量の増大など 形 つながるように、よ 踏み込んだ改革の実施が待たれる。（や
ま
お
か
　
か
な
こ
／
ア
ジ
ア
経
済
研
究
所
　
ラ
テ
ン
ア
メ
リ
カ
研
究
グ
ル
ー
プ）《注》⑴
 ソ連水爆の父で反体制派知識人であったアンドレイ・サハロフ博士（一九二一〜八九年。一九七
五
年
ノ
ー
ベ
ル
平
和
賞
受
賞
）
が、反体制派に転じてからは、ゴルバチョフのペレストロイカが開始されるまで、彼自身や彼の家族が一度もソ連国外 出られなかったのは この 度 よる。
⑵
 ハ
ベ
リ
ア
ー
ナ
大
学
カ
リ
校
の
キューバ人経済学者パーベル・ビ
ダ
ル（
P
avel V
idal A
lejan
-
dro ）
氏
へ
の
筆
者
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
（
二
〇
一
三
年
一
〇
月
五
日
）
に
よ
る。キューバの教育は無料であるので、高学歴になればなるほど、政府の投資が多大になるという理由である。
⑶
 自営業が再認可されたため、新たな自営業者が「洋服縫製業」と称して開 、しかし実際は査証の要ら かったエクアドルに渡
航
し
て
現
地
で
衣
類
を
買
い
集
め、
キ
ュ
ー
バ
に
持
ち
帰
っ
て
売
る、という商売が急激に広がった。
⑷
 ハ
ベ
リ
ア
ー
ナ
大
学
カ
リ
校
の
キ
ュ
ー
バ
人
経
済
学
者
マ
ウ
リ
シ
オ・
デ・
ミ
ラ
ン
ダ（
M
auricio 
de M
iran
da P
arron
do ）
氏
へ
の筆者のインタビュー（二〇一三年一〇月五日）による。
⑸
 大学卒業資格を持つもの、および医療従事者は、二〇一〇年の自
営
業
者
促
進
が
発
表
さ
れ
る
ま
で、法的には自営 に従事できなかった。大卒者と医療関係者は、革命政府が社会的な投 をより多く行い 革命体制に献身することをより強く要求してき
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た人々であり、革命政府が用意する国営部門の雇用に就くことが強く期待されてきた。しかし国営部門の賃金は低く、医師でも月三〇米ドルから五〇米ドルしか受け取れない状況では、生活のためにやむを得ず、学歴や専門知識を必要とし 自営業に闇で就くケースも多い。今回の改正は、自営業者として就労すること以外に、誰 が経 する自営業の従業員として働くことも認めた になる。ただ、実際には闇で従業員になっているケースは多いと想像され 今回の決定は現実を追認した 過ぎない。
⑹
 ハバナ大学キュ バ経済研究所オマール・エベルレニ・ペレス（O
m
ar E
verleny P
érez V
il-
lan
ueva ）
へ
の
筆
者
イ
ン
タ
ビュー（二〇一三年一〇月一一日）による。
⑺
 キ
ュ
ー
バ
経
済
学
者
協
会
（
A
soci-
ació
n
 N
acio
n
al d
e E
co
n
o
-
m
istas C
uban
os ：
Ａ
Ｎ
Ａ
Ｃ
）
の
前
会
長
で
現
会
長
顧
問
の
ウ
ー
ゴ・
ポ
ン
ス（
H
ugo P
on
s D
u-
arte ）
氏
は、
キ
ュ
ー
バ
は
市
場
経
済
化
を
目
指
し
て
い
る
の
で
は
な
く、あくまで社会主義国家を建
設することが目的であること、その健全な発展の過程で市場機能が必要な場合があると考えて導入していること、そ 意味自営業者 将来私企業を形成することを期待している いうよりも、彼らが協同組合に組織され、自立性 効率性を以前より認められた形で活動するようなっていることを評価した（二〇一三年一〇月一一日の筆者インタビューによ ）
。
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